
様式第６号
交付金交付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
福 岡 県 知 事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地又は住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名称又は氏名
   　　　　　　　　　　　　　　　　　  役職及び代表者名　　　　　　　 　　　　　
　　　　　　　　(担当者名    　　TEL 　　　    　　　　　)
　福岡県企業立地促進交付金交付要綱に基づく交付金の交付を受けたいので、同要綱第６の規定により別紙関係書類を添え、次のとおり申請します。
１　新設（増設）する業務施設の名称及び所在地
　　名　　称
　　所 在 地
２　交付申請額                                  　千円（既交付額　　　　　千円）
　　【内　訳】
	区　分
	項　　目
	計算式
	金額
（千円未満切り捨て）

	製造・事業施設
（移　転）
	業務施設使用面積
	　　　　　　　　　　㎡×3，000円
	円

	
	社宅取得・改修費
	　　　　　円×2％
	円

	
	社宅賃借料
	　　　　　円×1/2
	円

	
	県民新規常用雇用者
	　　　　　　　　　　名×30万円
	円

	製造・事業施設
新　設

または

増　設
	設備投資額
	　　　　　円×(1%～10％)
	円

	
	業務施設賃借料
	　　　　　円×(1/4～1/2)
	円

	
	設備機器賃借料
	　　　　　円×(1/4～1/2)
	円

	
	社宅取得・改修費
	　　　　　円×(1%～2％)
	円

	
	社宅賃借料
	　　　　　円×(1/4～1/2)
	円

	
	県民新規常用雇用者
	　　　　　　　名×(15万円～30万円)
	円

	特定業務

施設
	設備投資額
	　　　　　円×(1%～2％)
	円

	
	業務施設賃借料
	　　　　　円×(1/4～1/2)
	円

	
	設備機器賃借料
	　　　　　円×(1/4～1/2)
	円

	
	社宅取得・改修費
	　　　　　円×(1%～2％)
	円

	
	社宅賃借料
	　　　　　円×(1/4～1/2)
	円

	
	県民新規常用雇用者
	　　　　　　　名×(15万円～30万円)
	円

	
	移転者
	名×(15万円～30万円)
	円


	金融系
企業
	設備投資額
	　　　　　円×1/2
	円

	
	業務施設賃借料
	　　　　　円×1/2
	円

	
	設備機器賃借料
	　　　　　円×1/2
	円

	
	業務施設の初期費用
	　　　　　円×1/2
	円

	
	専門家への相談費用
	　　　　　円×1/2
	円

	
	人材採用費用
	　　　　　円×1/2
	円


※設備投資額は交付要綱第１の２定義－（２）に定める設備投資額をいう。
※（　）内の数値は、市町村ごとの財政力指数等に応じて適用。
３　交付事業の着手（賃貸借契約締結）及び操業開始年月日
　　　建設着手年月日（業務施設を建設する場合）　　          年　　月　　日
賃貸借契約締結年月日（業務施設を賃借する場合）　　　　　　　          年　　月　　日

　　　資産設置開始年月日（増設する場合）　　　　　　　　  　　　　　　　　　年　　月　　日
操業開始年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
※操業開始年月日は交付要綱第１の２定義－（５）に定める操業を開始した日を記載すること。
４　特例産業該当　　　　有　・　無
５　その他の事項
別紙１～７のとおり

※製造・事業施設又は金融系企業に該当する場合は、別紙４は不要。
※社宅を申請しない場合は、別紙６は不要。
※専門家への相談経費及び人材採用経費を申請する金融系企業は、別紙７を提出すること。

　注　代表者名の記載を自署で行う場合は、押印省略可。
